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２ 一般会計 

（１）歳 入（別表４，８参照） 

平成１９年度一般会計の歳入決算額１８５億９，３８４万５千円は、前年度より１０億２，８

３２万６千円（５．９％）増加しており、予算現額１８９億８，０４４万５千円に対する収入率

は９８．０％である。 

また、調定額１９１億１，９９６万４千円に対する収入率は９７．２％である。 

収入未済額は５億９７３万４千円で、前年度に比べて３，３０４万４千円（６．９％）の増で

ある。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。 

            自主財源及び依存財源別決算状況 

平成19年度 構成比 平成18年度 構成比 構成比増減

千円 ％ 千円 ％ ポイント

市 税 6,709,085 36.1 6,226,166 35.5 0.6

分 担 金 及 び 負 担 金 411,134 2.2 390,101 2.2 △ 0.0

使 用 料 及 び 手 数 料 414,303 2.2 430,789 2.5 △ 0.3

財 産 収 入 46,347 0.3 41,602 0.2 0.1

寄 附 金 11,716 0.1 12,014 0.1 △ 0.0

繰 入 金 904,102 4.9 61,968 0.4 4.5

繰 越 金 100,661 0.5 136,928 0.8 △ 0.3

諸 収 入 2,201,314 11.8 1,945,419 11.1 0.7

小　　　計 10,798,662 58.1 9,244,987 52.8 5.3

地 方 譲 与 税 227,122 1.2 590,583 3.4 △ 2.2

利 子 割 交 付 金 32,452 0.2 25,333 0.1 0.1

配 当 割 交 付 金 39,039 0.2 34,678 0.2 0.0

株式等譲渡所得割交付金 26,150 0.1 31,624 0.2 △ 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 469,202 2.5 480,285 2.7 △ 0.2

ゴ ル フ 場 利用 税交 付金 106,805 0.6 109,752 0.6 △0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 130,403 0.7 192,403 1.1 △ 0.4

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

33,451 0.2 32,127 0.2 △ 0.0

地 方 特 例 交 付 金 42,556 0.2 159,608 0.9 △ 0.7

地 方 交 付 税 3,947,469 21.2 4,272,146 24.3 △ 3.1

交通安全対策特別交付金 8,217 0.0 7,192 0.0 0.0

国 庫 支 出 金 977,859 5.3 815,480 4.6 0.7

県 支 出 金 883,735 4.8 707,760 4.0 0.8

諸 収 入 157,623 0.9 123,461 0.7 0.2

市 債 713,100 3.8 738,100 4.2 △ 0.4

小　　　計 7,795,183 41.9 8,320,532 47.2 △ 5.3

　　　合　　　　　　　　計 18,593,845 100.0 17,565,519 100.0 -

区　　　　　分

自

主

財

源

依

存

財

源
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自主財源は１０７億９，８６６万２千円（５８．１％）で、前年度に比較すると１５億５，３６

７万５千円（１６．８％）増加している。 

依存財源は７７億９，５１８万３千円（４１．９％）で、前年度に比較すると５億２，５３４万

９千円（６．３％）減少している。また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較し

て５．３ポイント増加している。 

 歳入科目は２２款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

 

（０５）市税 

対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

6,690,602,000 7,175,382,112 6,709,084,911 16,385,105 449,912,096 100.3 93.5

収入未済額
収入率

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 

  

収入済額６７億９０８万５千円は歳入決算額の３６．１％で、前年度の３５．５％に比較して０．

６ポイント増加している。 

 また、前年度の市税収入済額６２億２，６１６万６千円と比較すると、当年度は４億８，２９１

万９千円（７．８％）増加している。これは主に、市民税で３億７，０５８万円（１４．７％）増

加と、固定資産税で１億１，３７１万９千円（３．７％）増加したことによるものである。 

 

市  税  収  入  状  況 

 

平成１9年度 平成１８年度 前年度

収入済額 収入済額 対比率
円 円 円 ％

市民税 2,896,170,982 2,525,591,425 370,579,557 114.7

固定資産税 3,220,645,586 3,106,927,010 113,718,576 103.7

軽自動車税 108,355,707 105,487,100 2,868,607 102.7

市たばこ税 297,225,268 305,388,624 △ 8,163,356 97.3

特別土地保有税 1,249,900 0 1,249,900 皆増

都市計画税 185,437,468 182,771,503 2,665,965 101.5

合　　計 6,709,084,911 6,226,165,662 482,919,249 107.8

科　　　目 比較増減
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また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

市税不納欠損額及び収入未済額 

金額 件数

円 円 円 件 円 ％

19 7,175,382,112 6,709,084,911 16,385,105 301 449,912,096 93.5
円 円 円 件 円 ％

18 6,664,901,975 6,226,165,662 18,723,866 182 420,012,447 93.4

収入未済額 収入率年度 調定額 収入済額
不納欠損

 

 

不納欠損額は１，６３８万５千円で、前年度に比較して２３３万９千円（１２．５％）減少して

いる。 

欠損処分を実施した件数は３０１件（前年度１８２件）である。欠損処分理由は、地方税法第１

５条の７第４項の規定により納付義務が消滅したもの（執行の停止が３年間継続したことにより消

滅）が２０９件（９３人）、１，４９８万８千円（９１．５％）、同法第１８条第１項の規定による

もの（５年間行使しないことによる消滅時効）が９２件（３３人）、１３９万７千円（８．５％）

である。 

なお、これらの対象者は、滞納処分をすることができる財産がない者、所在及び財産が共に不明、

倒産及び競売、生活が窮迫しているもの、破産宣告を受けたもので、すべて合法的に処理されてい

ると認められるが、今後も不納欠損処分にあたっては、慎重な対処に努められたい。 

 収入未済額は４億４，９９１万２千円で、前年度に比較すると２，９９０万円の増加となってお

り、収入未済額の調定額に対する比率は６．３％で、前年度と同じであった。その内訳は、固定資

産税２億８，６２８万１千円（６3．6％）、市民税１億３，２４４万７千円（２9．4％）、都市計画

税１，６９２万 8 千円（３．８％）、軽自動車税１，０４５万円（２．３％）、特別土地保有税３８

０万７千円（０．８％）である。今後とも徴収率の向上と収入未済額の解消に努められたい。 

 

（１０）地方譲与税 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

224,000,000 227,122,000 227,122,000 0 3,122,000 101.4 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額２億２，７１２万２千円は歳入決算額の１．２％で、前年度に比較すると３億６，３４

６万１千円（６１．５％）の減少である。これは、地方道路税を財源として譲与される地方道路譲

与税において４４７万３千円（７．１％）、自動車重量税収入額の４分の１に相当する額を市町村

の道路財源として譲与される自動車重量譲与税において１，３６５万６千円（７．５％）、所得譲
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与税が平成１８年度をもって廃止されたため減少したものである。 

 

（１５）利子割交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

32,000,000 32,452,000 32,452,000 0 452,000 101.4 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額３，２４５万２千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると７１１万９千円（２

８．１％）の増加である。これは、預託額が増加したためである。 

 この収入は、県に納付された利子割額に１００分の９５を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、各市町にかかる個人の県民税の額に対する割合の当該年度前３年度内の各年度にかかるものの

平均値で按分して、県から交付されたものである。 

 

（１６）配当割交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

44,000,000 39,039,000 39,039,000 0 △ 4,961,000 88.7 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額３，９０３万９千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると４３６万１千円（１

２．６％）の増加である。 

この収入は、一定の上場株式等の配当等に課税される配当割について、その５分の３相当額が、

市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交付されたものである。 

 

（１７）株式等譲渡所得割交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

29,000,000 26,150,000 26,150,000 0 △ 2,850,000 90.2 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

収入済額２，６１５万円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると５４７万４千円（１７．

３％）の減少である。 

この収入は、源泉徴収を選択した特定口座における株式等譲渡所得等に課税される株式等譲渡所

得割について、その３分の２相当額が、市町村に対して、当該市町村の個人県民税額で按分して交



 - 10 - 

付されたものである。 

 

（１８）地方消費税交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

472,000,000 469,202,000 469,202,000 0 △ 2,798,000 99.4 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額４億６，９２０万２千円は歳入決算額の２．５％で、前年度に比較すると１，１０８万

３千円（２．３％）の減少である。 

 この収入は、消費税（５％）のうちの１％の２分の１に相当する額を県内の市町で按分して交付

されたものである。 

 

（２０）ゴルフ場利用税交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

109,000,000 106,804,615 106,804,615 0 △ 2,195,385 98.0 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

  

収入済額１億６８０万５千円は歳入決算額の０．６％で、前年度に比較すると２９４万７千円の

減少である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が県から交付されたものである。 

 

（２５）自動車取得税交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

147,000,000 130,403,000 130,403,000 0 △ 16,597,000 88.7 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額１億３，０４０万３千円は歳入決算額の０．７％で、前年度に比較すると６，２００万

円（３２．２％）の減少である。 

 この収入は、地方税法の規定に基づき、道路の経費として自動車取得税額に１００分の９５を乗

じて得た額の１０分の７に相当する額を、市道路の延長及び面積に按分して県から交付されたもの

である。 
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（３０）国有提供施設等所在市町村助成交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

33,451,000 33,451,000 33,451,000 33,451,000 0 100.0 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額３，３４５万１千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１３２万４千円（４．

１％）増加している。 

 この収入は、国有提供施設等所在市町村助成金に関する法律に基づき、国が市町村に財政調整と

その補償の目的をもって、同法第２条により交付されるもので、当該土地、建物及び工作物の価格

の合算額のうち、１０分の７については当該施設の所在市町村へ交付し、市町村助成交付金の総額

の１０分の３に相当する額については、当該市町村の財政状況等を考慮して、国が配分決定するこ

とになっている。 

 

（３３）地方特例交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

42,556,000 42,556,000 42,556,000 0 0 100.0 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

  

収入済額４，２５５万６千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると 1 億１，７０５万

２千円（７３．３％）の減少である。 

 この収入は、児童手当の拡充に伴う財源措置及び減税補てん特例交付金の廃止に伴う経過措置と

して交付されたものである。 

 

（３５）地方交付税 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

3,951,332,000 3,947,469,000 3,947,469,000 0 △ 3,863,000 99.9 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額３９億４，７４６万９千円は歳入決算額の２１．２％で、前年度に比較すると３億２，

４６７万７千円（７．６％）の減少である。 

 この収入は、国税三税（所得税、法人税、酒税）、消費税及びたばこ税の収入見込額の一定割合
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の額で、地方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により

国から交付されたものである。 

 当年度は、普通地方交付税３４億５，１３３万２千円及び特別地方交付税４億９，６１３万７千

円が交付された。 

 普通地方交付税は、前年度に比べ２億９，６６３万１千円（７．９％）の減少となっている。 

 特別地方交付税は、前年度に比べ２，８０４万６千円（５．４％）の減少である。 

 

（４０）交通安全対策特別交付金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

7,000,000 8,217,000 8,217,000 0 1,217,000 117.4 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額８２１万７千円は、前年度に比較すると１０２万５千円（１４．３％）の増加である。 

 この収入は、道路交通法に定める交通反則通告制度による反則金にかかる収入済額に相当する額

を、特定の交通安全施設の設置に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 

（４５）分担金及び負担金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

413,201,000 416,261,997 411,134,077 5,127,920 △ 2,066,923 99.5 98.8

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

  

収入済額４億１，１１３万４千円は歳入決算額の２．２％で、前年度に比較すると２，１０３万

３千円（５．４％）の増加である。これは、社会福祉費負担金で減少となったものの、農業費分担

金で増加となったためである。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金３億２０万 4 千円、農業費分担金４，８７６万５

千円、農業費負担金４，１９５万９千円である。 

 収入未済額は５１２万８千円で、前年度に比較すると５５万８千円（１２．２％）の増加となっ

ている。その内訳は、児童福祉費負担金で３８２万４千円（７４．６％）、農業費負担金で１３０

万４千円（２５．４％）である。 

 未収金のうち、児童福祉費負担金は公立･私立保育所保護者負担金、農業費負担金は国営加古川

西部土地改良事業負担金であり、いずれも早期解消に努められたい。 
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（５０）使用料及び手数料 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 円 ％ ％

414,189,000 445,918,828 414,302,928 0 31,615,900 113,928 100.0 92.9

収入率
収入未済額予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額

 

 

 収入済額４億１，４３０万３千円は歳入決算額の２．２％で、前年度に比較すると１，６４８万

６千円（３．８％）の減少である。 

 使用料は１億８，６２７万７千円で、前年度に比較し１，３８３万２千円（６．９％）の減少で、

手数料は２億２，８０２万６千円で、前年度に比較し２６５万４千円（１．２％）の減少となって

いる。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料８，５１２万４千円、道路橋梁使用料３，０８

７万５千円、幼稚園使用料２，３２５万６千円、清掃使用料２，２７３万１千円、保健衛生使用料

７３４万３千円、総務管理使用料６５９万３千円で、手数料の収入済額のうち主なものは、清掃手

数料１億９，５２６万２千円、戸籍住民基本台帳手数料２，４９０万２千円、徴税手数料３５８万

１千円、保健衛生手数料２７０万７千円である。 

 収入未済額は３，１６１万６千円で、前年度に比較すると３０４万７千円（１０．７％）の増加

となっている。その主な内訳は、住宅使用料２，６７４万１千円（８４．６％）、清掃手数料４５

２万９千円（１４．３％）である。 

 前年度に比べて収入未済額は、住宅使用料が増加し、清掃手数料は減少している。 

今後も納入指導を行うとともに、特に長期間にわたる未納者には厳正な態度で臨み、未収金の回

収に努められたい。 

 

（５５）国庫支出金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

1,063,255,000 977,859,549 977,859,549 0 △ 85,395,451 92.0 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額９億７，７８６万円は歳入決算額の５．３％で、前年度に比較すると１億６，２３８万

円（１９．９％）の増加である。 

 これは主に、道路橋梁費補助金、住宅費補助金、社会福祉費補助金、児童福祉費負担金、生活保

護費負担金等が増となったためである。 
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 収入済額の主なものは、児童福祉費負担金２億９，２１４万１千円、生活保護費負担金１億９，

４４２万８千円、社会福祉費負担金１億８，１７７万８千円、道路橋梁費補助金１億５，８７６万

６千円、住宅費補助金４，０４０万１千円である。 

 

（６０）県支出金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

924,119,000 883,735,266 883,735,266 0 △ 40,383,734 95.6 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額８億８，３７３万５千円は歳入決算額の４．８％で、前年度に比較すると１億７，５９

７万５千円（２４．９％）の増加である。 

 これは主に、社会福祉費負担金、老人福祉費補助金、徴税費委託金、選挙費委託金等で増加した

ものである。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金２億２，２４５万２千円、社会福祉費補助金１億５，

８０９万９千円、児童福祉費負担金１億４，８９４万６千円、徴税費委託金８，９３８万９千円、

農業費補助金８，６１０万５千円である。 

 

（６５）財産収入 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

13,127,000 46,347,236 46,347,236 0 33,220,236 353.1 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額４，６３４万７千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると４７４万５千円（１

１．４％）の増加である。 

 これは主に、土地売払収入が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入３，７４３万６千円、利子及び配当金４３１万５千円、

土地建物貸付収入３０９万５千円である。 

 

（７０）寄附金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

11,084,000 11,715,898 11,715,898 0 631,898 105.7 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額
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 収入済額１，１７１万６千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると２９万９千円（２．

５％）の減少である。 

これは主に、一般寄附金が増加したものの、地域福祉基金寄付金、社会教育寄付金、特別支援学

校費寄付金等が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、一般寄附金９５５万９千円、教育費寄付金１８４万円である。 

 

（７５）繰入金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

1,029,521,000 904,101,849 904,101,849 0 △ 125,419,151 87.8 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額９億４１０万２千円は歳入決算額の４．９％で、前年度に比較すると８億４，２１３万

４千円（１，３５９％）の増加である。 

 これは主に、財政調整基金繰入金、減債基金繰入金の増加によるものである。 

 収入済額のうち主なものは、財政調整基金繰入金６億５，０００万円、減債基金繰入金２億円で

ある。 

 

（８０）繰越金 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

100,660,000 100,660,851 100,660,851 0 851 100.0 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

 

 

 収入済額１億６６万１千円は歳入決算額の０．５％で、前年度に比較すると３，６２６万７千円

（２６．５％）の減少である。 

 これは、平成１８年度一般会計決算の歳入歳出差引額を１９年度会計予算に繰り越したものであ

る。 

 

（８５）諸収入 

対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

2,348,048,000 2,382,015,206 2,358,936,807 0 23,078,399 100.5 99.0

収入率
収入未済額予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額
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収入済額２３億５，８９３万７千円は歳入決算額の１２．７％で、前年度に比較すると２億９，

００５万７千円（１４.0％）の増加である。 

 これは主に、雑入、返還金、保証金、貸付金元利収入が、増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地開発公社貸付金元利収入１１億１，１００万円、貸付金元利収

入７億８，８７９万１千円、雑入２億５，８０６万７千円である。 

 収入未済額のうち２，２８９万８千円は、住宅改修資金等貸付金元利収入である。今後も、未収

金の回収、解消に努められたい。 

  

（９０）市債 

予算現額と

収入済額の差 対予算 対調定

円 円 円 円 円 ％ ％

881,300,000 713,100,000 713,100,000 0 △ 168,200,000 80.9 100.0

収入率
予算現額 調定額 収入済額 収入未済額

  

 

収入済額７億１，３１０万円は歳入決算額の３．８％で、前年度に比較すると２，５００万円（３．

４％）の減少である。 

 これは主に、道路橋梁債、消防債、住宅債で増加したものの、都市計画債、臨時財政対策債、住

民税等減税補てん債等で減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債４億２，６７０万円、道路橋梁債８，５００万円、

都市計画債５，９７０万円、農業債５，５１０万円、消防債４，８９０万円である。 


